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第14期定時株主総会招集ご通知の一部訂正に関するお知らせ

　当社「第14期定時株主総会招集ご通知」の記載事項の一部に誤りがございました。

謹んでお詫び申し上げますとともに、下記のとおり訂正させていただきます。

記

【訂正箇所】（訂正箇所には下線を付しております）

（４ページ）

事業の経過及びその成果

事業の経過及びその成果

訂正前

＜前略＞

親会社株主に帰属する当期純損失は1,975,136千円

＜後略＞

訂正後

＜前略＞

親会社株主に帰属する当期純損失は2,408,942千円

＜後略＞

（７ページ）

財産及び損益の状況の推移

財産及び損益の状況の推移　第14期2019年12月期

訂正前

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失　△1,975,136千円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失　△231.90円

総資産　5,267,052千円

純資産　1,815,376千円

訂正後

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に帰属する当期純損失　△2,408,942千円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失　△282.83円

総資産　4,833,246千円

純資産　1,381,570千円



（26ページ）
連結貸借対照表

連結貸借対照表

訂正前

のれん　　　　　　　　498,101千円

無形固定資産　　　　　571,025千円

固定資産合計　　　　1,254,328千円

資産合計　　　　　　5,267,052千円

利益剰余金　　　　△4,321,571千円

株主資本合計　　　　1,799,283千円

純資産合計　　　　　1,815,376千円

負債及び純資産合計　5,267,052千円

訂正後

のれん　　　　　　　　 64,295千円

無形固定資産　　　　　137,219千円

固定資産合計　　　　　820,522千円

資産合計　　　　　　4,833,246千円

利益剰余金　　　　△4,755,377千円

株主資本合計　　　　1,365,477千円

純資産合計　　　　　1,381,570千円

負債及び純資産合計　4,833,246千円

（27ページ）
連結損益計算書

連結損益計算書

訂正前

減損損失　　　　　　　　　　　　　536,936千円

特別損失合計　　　　　　　　　　　837,074千円

税金等調整前当期純損失　　　　　1,632,594千円

当期純損失　　　　　　　　　　　1,975,136千円

親会社株主に帰属する当期純損失　1,975,136千円

訂正後

減損損失　　　　　　　　　　　　　970,742千円

特別損失合計　　　　　　　　　　1,270,880千円

税金等調整前当期純損失　　　　　2,066,400千円

当期純損失　　　　　　　　　　　2,408,942千円

親会社株主に帰属する当期純損失　2,408,942千円

（30ページ）
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

訂正前

＜前略＞

2020年３月２日

＜後略＞

訂正後

＜前略＞

2020年３月10日

＜後略＞



（33ページ）
監査等委員会の監査報告書　謄本

監査等委員会の監査報告書　謄本

訂正前

＜前略＞

2020年３月２日

＜後略＞

訂正後

＜前略＞

2020年３月10日

＜後略＞

以上



（証券コード　3928）

2020年３月11日

株　主　各　位
東京都港区北青山二丁目11番３号
Ａ － Ｐ Ｌ Ａ Ｃ Ｅ 青 山

株 式 会 社 マ イ ネ ッ ト
　代表取締役社長 上 原 　 仁

第14期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第14期定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご出席くだ

さいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に賛否をご表示いただき、2020年３月25日（水曜日）午後７時までに

到着するようご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 2020年３月26日（木曜日）午前11時00分

２．場 所 東京都港区北青山二丁目８番44号

ＴＥＰＩＡ４階　ＴＥＰＩＡホール

３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第14期（自2019年１月１日　至2019年12月31日）事業報告

及び連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委

員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第14期（自2019年１月１日　至2019年12月31日）計算書類

の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役２名選任の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制

限付株式の付与のための報酬決定の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ですが同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

　本招集ご通知に際して添付すべき書類のうち、「連結株主資本等変動計算書」、「連結計算書

類の連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、

法令及び当社定款第1 7条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
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（https://mynet.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しており

ません。本招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人

が監査をした書類の一部であります。

　なお、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イン

ターネット上の当社ウェブサイト（https://mynet.co.jp/）に掲載させていただきます。

　新型コロナウイルス感染症の感染の拡大が懸念されております。株主総会にご出席される株主

様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめの上、マスク着用などの感染予

防対策にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申し上げます。また、株主総会会場に

おいて、感染予防のための措置を講じる場合がありますのでご協力のほどお願い申し上げます。

　また、新型コロナウイルス感染拡大等、不測の事態が発生した場合には、やむを得ず議事進行

等に変更が生じることがございますので、あらかじめご了承ください。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

第14期 ( 自　2019年１月１日
至　2019年12月31日 )

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当社グループが属する国内ゲームアプリ市場の市場規模は、「ファミ通

ゲーム白書2019」によると、2017年に10,580億円(前年比109.1%)、2018年に

11,660億円(同110.2%)に達し、2019年は12,500億円、2020年は13,000億円と

成長を続けていくと予想されております。しかし、中国・韓国系企業のタイ

トルのシェアは年々増加しており、ゲームメーカーの競争環境は激化してお

ります。そのため、資金調達力などの企業体力に限界のある小・中規模事業

者の淘汰が進んでおり、今後も事業者間の合従連衡が行われていくものと考

えております。

　このような環境のもと、当社グループは、スマートフォンゲームの運営

に特化したゲームサービス事業を営んでおり、既にリリースされているゲー

ムタイトルをゲームメーカーからの買取、協業並びにM&Aでの仕入を行って

おります。当社グループは、国内 大数のゲーム運営で蓄積したノウハウお

よびAI基盤を活用することで、費用を削減しながらも高品質な「スマート運

営」を可能としております。また、長期にわたる利益創出を実現し、規模成

長を追求するべく、2018年から６か月の再設計期間を経て黒字化を目指す

「再設計型」タイトルの獲得を開始し、2019年から仕入ペースを加速させる

中で、市場に増加している「再設計型」タイトルの買取を積極的に行ってき

ました。さらに、新機能開発などで売上伸長を狙う「グロスアップ」や、他

メーカーが開発・運営しているタイトルの海外版を当社が開発・運営する

「グローバルチャレンジ」を積極的に推し進めてまいりましたが、計画と乖

離する結果となり、業績が悪化いたしました。

　業績の悪化をうけて、2019年12月期第２四半期決算発表と同時に「転換

点リカバリープラン」を発表いたしました。規模成長の追求から持続的利益

体質を目指す戦略に転換し、「再設計型」・「グロスアップ」・「グローバ

ルチャレンジ」の取り組みは凍結いたしました。さらに、人員の 適化・全

社費用の徹底削減などの構造改革を行った上で、データドリブンによる全タ

イトルのグロス逓減率良化と更なるスマート運営を目指します。
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　転換点リカバリープラン等の取り組みにより、持続的利益体質への体制

構築は完了いたしました。

　構造改革の結果、2020年１月には、2019年８月と比較して従業員数は230

名減少、変動費を除く費用(新規タイトルに係る費用を除く)は、29％の削減

となりました。タイトル運営に関しては、2019年10月から12月において、３

タイトルをエンディングし、買取時に策定した回収計画どおりに進んでいな

い２タイトルを、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、特別損失と

して計上いたしました。一方で、2019年11月29日開示の「株式会社gloopsの

ブラウザゲーム事業における吸収分割後承継会社の株式譲渡契約締結のお

知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、「大戦乱!!三国志バトル」と

「SKYLOCK(スカイロック)」の２タイトルが2019年12月より収益帰属化して

おります。

　また、累計60タイトル運営により蓄積されたロイヤルユーザーの売上デ

ータやコストデータに基づき、タイトルごとに売上・EBITDAガイドを策定す

るなど、全タイトルでKPI管理手法、コスト管理手法を刷新いたしました。

その結果、23タイトルにおいて運営期間の延長が決定しております。

　上記の取り組みの結果、2019年12月には営業利益において、単月黒字を

達成しております。

　当連結会計年度の売上高は11,649,841千円(前期比4.0％減)、営業損失は

774,804千円(前期は営業利益17,108千円)、経常損失は814,917千円(前期は

29,092千円)、親会社株主に帰属する当期純損失は1,975,136千円(前期は

3,257,497千円)となっております。

　なお、当連結会計年度末における当社グループはゲームサービス事業の単

一セグメントであるため、セグメント情報は記載しておりません。

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施した設備投資の総額は24,471千円であり、その主な

ものは、事務所の内装設備工事等によるものであります。

(3) 資金調達等の状況

　当連結会計年度において、当社グループの必要資金として第４回無担保社

債の発行により1,000,000千円、金融機関より長期借入金として250,000千円

の調達を行いました。
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(4) 重要な組織再編等の状況

　当社子会社の株式会社マイネットゲームス、株式会社GMGは、2019年４月１

日を効力発生日として、株式会社マイネットゲームスを存続会社とする吸収

合併を行いました。

　当社は、2019年12月１日付で株式会社MYLOOPSの株式を取得し、完全子会社

としました。

(5) 対処すべき課題

　当社グループが対処すべき主な課題は以下のとおりであります。

①　ゲームサービス事業における展開

　当社グループの事業領域である国内のスマートフォンゲーム市場は、拡
大が続いております。しかし、中国・韓国系企業のタイトルの日本市場に
おけるシェアは年々増加しており、ゲームメーカーの競争環境は激化して
おります。そのため、資金調達力などの企業体力に限界のある小・中規模
事業者の淘汰が進んでおり、今後も事業者間の合従連衡が行われていくも
のと考えております。

②　新規事業・サービスへの積極的な取り組み
　当社グループは「コミュニティの永続発展」を会社のミッションとして
掲げており、現在は 大のオンラインコミュニティ市場であるスマートフ
ォンゲームを主軸の領域として事業を営んでおります。2020年下半期から
は、累計60タイトルのゲームデータ分析・ノウハウを事業化し、ソリュー
ションサービス「COMPASS」を提供するAI・データ事業も順調な立ち上がり
を見せております。また、第５世代通信規格（５G）の到来に備えて、拡大
が予想されるライブゲーム領域へも投資を進め、「オンライン時代の100年
企業」を目指します。

③　システム技術・インフラの強化
　当社グループでは、ゲームサービスをスマートフォン／タブレット端末
を通じインターネット上で提供していることから、システムの安定的な稼
働及び技術革新への対応が重要な課題と考えております。これに対し、当
社グループではサーバー等のシステムインフラを安定的に稼働させるべく、
継続的なインフラ基盤の強化及び専門的な人員の確保に努めるとともに、
技術革新にも迅速に対応できる体制構築に努めてまいります。
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④　優秀な人材の確保と育成
　当社グループが継続的に企業価値を向上していくためには、高い専門性
を有する優秀な人材の確保及び将来を担う人材の育成が経営上の重要な課
題であると認識しております。そのため、職場環境の改善、福利厚生の充
実及び採用活動の多様化に努めるとともに、企業認知度の向上に取り組み、
人材の確保に力を入れております。
　一方で、採用においては優れた能力のみならず、当社グループの理念と
企業文化を共有できる人材の選考を心がけており、社員同士が協力し合い
ながら生き生きと働ける組織作りを大切にしております。
　また、社内研修・教育制度を強化し、組織の枠を超えた積極的な交流を
図り、知見とノウハウを可視化・伝播することで企業と共に成長していく
人材育成システムの構築を目指してまいります。

⑤　内部管理体制の強化
　当社グループが今後更なる業容拡大を図るためには、内部管理体制やコ
ンプライアンスの実効性を高めながら各種業務の標準化と効率化の徹底を
図ることにより事業基盤を確立させていかなければならないと認識してお
ります。そのために当社グループでは、経営幹部の確認体制の下、全社に
業務フローやコンプライアンス遵守を周知徹底させると同時に、日々改善
を行うことで業務の効率化を図ってまいります。また、新規事業分野に潜
在する各種リスクも勘案して内部管理体制及びコンプライアンス体制の充
実と強化を図ってまいります。

　当社グループの企業価値の 大化を図るべく、役職員一同、総力を結集

してまいる所存でございますので、株主の皆様におかれましては、今後と

も格別のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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(6) 財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

区 分
第11期
2016年
12月期

第12期
2017年
12月期

第13期
2018年
12月期

第14期
2019年
12月期

売 上 高 6,801,368 11,957,501 12,133,898 11,649,841

経常利益又は経常損失
（△）

410,962 550,214 △29,092 △814,917

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 又 は
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

882,747 12,585 △3,257,497 △1,975,136

１ 株 当 た り 当 期
純利益又は１株当たり当
期純損失（△）（円）

131.97 1.56 △388.69 △231.90

総 資 産 10,223,349 8,485,924 6,872,390 5,267,052

純 資 産 4,050,900 6,841,602 3,648,750 1,815,376

（注）１.当社は2017年１月１日付で１株を２株にする株式分割を行っております。このた

め、第11期の期首にこれらの株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純

利益又は１株当たり当期純損失を算定しております。

　　　２．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２

月16日）等を適用しており、第11期から第13期の総資産については、当該会計基

準等の遡及適用後の金額を記載しております。
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(7) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況（2019年12月31日現在）

名 称 出資比率（％） 主 要 な 事 業 内 容

株式会社マイネットゲームス 100.0 ゲームサービス事業

株 式 会 社 マ イ ネ ッ ト
ブ ル ー ゲ ー ム ス

100.0 ゲームサービス事業

株 式 会 社 M Y L O O P S 100.0 ゲームサービス事業

株 式 会 社 m y n e t . a i 100.0
データ分析
AI活用サービス事業

株 式 会 社 ネ ク ス ト
マ ー ケ テ ィ ン グ

100.0 マーケティング関連事業

株 式 会 社 マ イ ネ ッ ト ・
ストラテジックパートナーズ

100.0 M&Aコンサルティング事業

 (注) １．当社の連結子会社の株式会社マイネットゲームスは、2019年４月１日付で、当社

の連結子会社である株式会社GMGを吸収合併しております。

２．2019年12月１日付で、株式会社MYLOOPSの株式を取得し、完全子会社としており

ます。

③　事業年度末日における特定完全子会社に関する事項

名 称 住 所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

株式会社マイネット
ゲ ー ム ス

東京都港区北青山二
丁目11番３号

2,179百万円 4,778百万円
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(8) 主要な事業内容（2019年12月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ゲームサービス事業
ゲームメーカーが制作したスマートフォンゲームを買取や協
業により仕入れ、独自のノウハウでバリューアップした後に
長期運営を行うゲームサービス事業を営んでおります。

(9) 主要な営業所（2019年12月31日現在）

名　　　　　　称 所　　 在 　　地

本 社 東 京 都 港 区

(10) 使用人の状況（2019年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況 468（89）名（前期比56名増（38名増））

（注）１．使用人数は就業人員（正社員のほか当社グループからグループ外の出向者を除

き、グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、契約社員及び

臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員

を除く。）は、 近１年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．当社グループは、ゲームサービス事業の単一セグメントであるため、セグメン

ト別の記載は省略しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

404名（82名） 28名増（45名増） 33.4歳 1.8年
 

（注）１．使用人数は就業人員（正社員のほか当社から社外への出向者を除き、社外から当

社への出向者を含む。）であり、契約社員及び臨時雇用者数（アルバイト、パー

トタイマーを含み、人材会社からの派遣社員を除く。）は、 近１年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。
 

２．使用人数が前事業年度末と比べて28名の増加となりましたのは、主に2019年４

月１日付で株式会社マイネットゲームスへ吸収合併した株式会社GMG及び株式

会社INDETAILの従業員約70名の転籍、本事業年度における株式会社マイネット

ゲームスによるスマートフォンゲーム買取に伴う転籍及び新規入社による従業

員約75名の増加に加え、2019年８月以降の当社のリカバリープランによる約110

名の減少によるものです。
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(11) 主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）

株式会社きらぼし銀行 250,000千円

株式会社千葉銀行 70,000千円

（注）上記借入金残高のほか、下記社債の当期末残高があります。

株式会社三井住友銀行保証付及び適格機関投資家限定の無担保社債

　　　    732,250千円

株式会社みずほ銀行保証付及び適格機関投資家限定の無担保社債

　　　　1,151,000千円

株式会社りそな銀行保証付及び適格機関投資家限定の無担保社債

　　　　  400,000千円

(12) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 8,596,200株（うち自己株式230株）

(3) 株主数 5,900名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

上 原 　 仁 1,735,000 20.18

株 式 会 社 S B I 証 券 330,211 3.84

日本マスタートラスト信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

295,900 3.44

楽 天 証 券 株 式 会 社 271,200 3.15

株 式 会 社 セ ガ ゲ ー ム ス 219,800 2.56

笠 原 健 治 208,000 2.42

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

163,700 1.90

S T A T E  S T R E E T  B A N K  A N D
T R U S T  C O M P A N Y  5 0 5 3 2 5

156,500 1.82

B N Y  G C M  C L I E N T  A C C O U N T
J P R D  A C  I S G ( F E - A C )

133,746 1.56

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 （ 信 託 口 ５ ）

127,100 1.48

　（注）持株比率は自己株式（230株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新

株予約権等の内容の概要

（2019年12月31日現在）

発 行 決 議 日 2016年８月10日

新 株 予 約 権 の 数 2,180個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　　　　436,000株

（新株予約権１個につき　　200株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個あたり 3,000円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 300,600円

（１株当たり　 1,503円）

権 利 行 使 期 間
自　2018年４月１日
至　2021年８月30日

行 使 の 条 件 （注）１、２、３、４、５

役 員 の
保有状況

取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く。）

新株予約権の数　　　　 2,180個
目的となる株式数　　 436,000株
保有者数　　　　　　　　　 1名

社外取締役（監査等委員を除く。）
新株予約権の数　　　　　　―個
目的となる株式数　　　　　―株
保有者数　　　　　　　　　―名

取締役（監査等委員）
新株予約権の数　　　　　　―個
目的となる株式数　　　　　―株
保有者数　　　　　　　　　―名

（注）１．新株予約権者は、2016年12月期及び2017年12月期の有価証券報告書に記載され

る連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）にお

ける営業利益の累計額が1,000百万円以上となった場合のみ本新株予約権を行

使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目

の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定め

るものとする。

２．新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会

社の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了によ

る退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この

限りではない。

３．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

４．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権

株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはで

きない。

５．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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発 行 決 議 日 2018年２月14日

新 株 予 約 権 の 数 2,834個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　　　　　　283,400株

（新株予約権１個につき　　100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 1,500円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり 142,800円

（１株当たり　 1,428円）

権 利 行 使 期 間
自　2020年４月１日
至　2028年２月28日

行 使 の 条 件 （注）１、２、３、４、５、６

役 員 の
保有状況

取締役（監査等委員及び
社外取締役を除く。）

新株予約権の数　　　　 2,834個
目的となる株式数　　 283,400株
保有者数　　　　　　　　　 2名

社外取締役（監査等委員を除く。）
新株予約権の数　　　　　　―個
目的となる株式数　　　　　―株
保有者数　　　　　　　　　―名

取締役（監査等委員）
新株予約権の数　　　　　　―個
目的となる株式数　　　　　―株
保有者数　　　　　　　　　―名

（注）１．新株予約権者は、2019年12月期から2023年12月期までの事業年度における当社の

営業利益が、下記(a)乃至(e)に掲げる各条件を充たした場合、各新株予約権者に

割り当てられた新株予約権のうち当該各号に掲げる割合を、当該営業利益の水準

を 初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から行使することが

できる。

(a）2019年12月期の営業利益が 1,000百万円を超過した場合： 10％

(b）2020年12月期の営業利益が 1,200百万円を超過した場合： 10％

(c）2021年12月期の営業利益が 1,500百万円を超過した場合： 20％

(d）2022年12月期の営業利益が 2,400百万円を超過した場合： 20％

(e）2023年12月期の営業利益が 5,000百万円を超過した場合： 40％

　　　　　なお、営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益

計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における営業利益

を参照するものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目

の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて

定めるものとする。また、上記割合に基づき、各新株予約権者の行使可能な本新

株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

２．上記１．にかかわらず、新株予約権者は割当日から１年を経過する日までの間

に、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月間

(当日を含む21取引日)の平均値が一度でも行使価額に40％を乗じた価格を下回
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った場合、新株予約権を行使することができない。

３．新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社

の取締役、監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退

任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りで

はない。

４．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

５．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可

能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことは

できない。

６．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(2) 当事業年度中に当社使用人等に職務執行の対価として交付した新株予約権

等の内容の概要

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

（2019年12月31日現在）

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

上 原 　 仁 代 表 取 締 役 社 長

澤 野 真 実
取 締 役
コーポレート本部長

岩 城 　 農 社 外 取 締 役
株式会社ミラティブ　 高戦略責任者
CSO

和 田 洋 一 取 締 役 監 査 等 委 員
株 式 会 社 メ タ ッ プ ス 　 取 締 役
ワンダープラネット株式会社　社外取
締役

中 山 和 人 取 締 役 監 査 等 委 員 法律事務所エイチーム　パートナー

保 田 隆 明 取 締 役 監 査 等 委 員 神戸大学大学院経営学研究科准教授

（注）１．取締役　岩城　農氏、和田洋一氏、中山和人及び保田隆明氏は、社外取締役で

あり、また、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。

２．取締役　岩城　農氏は、ゲーム業界やインターネット業界における豊富な経験

と見識を有しております。

３．取締役監査等委員　和田洋一氏は、経営に関する豊富な経験やゲーム業界にお

ける卓越した見識を有しております。

４．取締役監査等委員　中山和人氏は、弁護士として培われた高度な人格と専門的

な法律知識を有しております。

５．取締役監査等委員　保田隆明氏は、神戸大学大学院経営学研究科の准教授であ

り、ベンチャーファイナンス、コーポレートファイナンス、M&A等の分野におい

て高い見識を有しております。

６．当社の監査につきましては、監査等委員会の職務の執行を補助する内部監査室

を設置しており、監査等委員会の指示を受け、監査等委員会の年間監査計画に

基づき、内部監査室所属の内部監査人が当社の各部門を実査してその内容を監

査等委員会に報告する体制となっております。監査等委員会は上記報告の内容

を検討し、必要とあれば、監査等委員会が決定した監査要領に従って、選定し

た監査等委員が内部監査室と協働して実査を行います。このような監査体制の

下、毎月１回監査等委員会を開催、実査していることから、当社では常勤の監

査等委員を選定しておりません。
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　　７．当事業年度中における取締役の地位及び担当等の異動は次のとおりであります。

氏名 異動前 異動後 異動年月日

澤 野 真 実 －
取 締 役
コーポレート本部長

2019年３月27日

岩 城 　 農 － 社 外 取 締 役 2019年３月27日

和 田 洋 一 社 外 取 締 役
社外取締役監査等委
員

2019年３月27日

　　８．事業年度中に退任した取締役は次のとおりであります。

氏名 退任日 退任事由
退任時の地位・ 担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

嶺 井 政 人 2019年３月27日
任期満了
による退
任

取締役副社長
株式会社ネクストマーケティ
ング　代表取締役社長

村 兼 　 躍 2019年３月27日
任期満了
による退
任

取締役

奥 原 　 淳 2019年３月27日
任期満了
による退
任

取締役常勤監査等委員

村 山 　 純 2019年３月27日
任期満了
による退
任

社外取締役監査等委員
東京成徳大学経営学部教授

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役は、職務の執行にあたり期待される役割を十分に発揮す

ることを目的として、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令の定める額としております。

　なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因とな

った職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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(3) 取締役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
 

（う ち 社 外 取 締
 

役）
6名

（2名）
60,382千円

（6,900千円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
 

（う ち 社 外 取 締
 

役）
5名

（4名）
18,180千円

（16,200千円）

合 計 11名 78,562千円

（注）１．上記には、2019年３月27日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役（監査等委員を除く）２名、監査等委員である取締役１名、監査等委

員である社外取締役１名を含んでおります。なお、当事業年度末日現在の会社

役員の人数は、取締役（監査等委員を除く）３名（うち社外取締役１名）及び

取締役（監査等委員）３名（うち社外取締役３名）であります。

２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年３月23日開催の第10期定

時株主総会において、年額300,000千円以内と決議いただいております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年３月23日開催の第10期定時株主

総会において、年額50,000千円以内と決議いただいております。

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の重要な兼職状況と当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼 職 の 内 容

社 外 取 締 役 岩 城 　 農 株式会社ミラティブ
高戦略責任者

CSO

社 外 取 締 役
（監査等委員）

和 田 洋 一
株式会社メタップス 取締役

ワンダープラネット株式
会社

社外取締役

社 外 取 締 役
（監査等委員）

中 山 和 人 法律事務所エイチーム パートナー

社 外 取 締 役
（監査等委員）

保 田 隆 明
神戸大学大学院経営学研
究科

准教授

（注）当社とその他の兼職先との間には、重要な取引上の関係はありません。
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②　当該事業年度における主な活動状況

ａ　取締役会及び監査等委員会への出席状況

区 分 氏 名
取 締 役 会 監 査 等 委 員 会

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

社 外 取 締 役 岩 城 　 農 13回/16回 81.3％ － －

社 外 取 締 役
（監査等委員）

和 田 洋 一 20回/20回 100.0％ 10回/10回 100.0％

社 外 取 締 役
（監査等委員）

中 山 和 人 20回/20回 100.0％ 13回/13回 100.0％

社 外 取 締 役
（監査等委員）

保 田 隆 明 19回/20回 95.0％ 13回/13回 100.0％

　(注)１．社外取締役岩城　農氏は、2019年３月27日開催の第13期定時株主総会において選

任されております。そのため、同氏の就任後の取締役会の開催回数は16回であり

ます。

２．社外取締役（監査等委員）和田洋一氏は、2019年３月27日開催の第13期定時株主

総会において取締役監査等委員に選任されております。そのため、同氏の就任後

の監査等委員会の開催回数は10回であります。

ｂ　取締役会及び監査等委員会における発言状況

　取締役岩城　農氏は、ゲーム業界及びインターネット業界における卓

越した知見を有しており、業界全体の動向を踏まえた意見を述べるなど、

取締役会の意思決定の妥当性・適法性を確保するための助言・提言を行

っております。

　監査等委員である取締役和田洋一氏、同中山和人氏、及び同保田隆明

氏は、主に経営、財務及び法務の見地から意見を述べるなど、取締役会

の意思決定の妥当性・適法性を確保するための助言・提言を行っており

ます。また、監査等委員会において、監査の方法その他の監査等委員の

職務の執行に関する事項について、適宜必要な発言を行っております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 45,000千円

当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額
45,000千円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬を区分しておらず、実質的にも区分できないため、

上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実

務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、従前の事業年度における職務執行

状況や報酬見積りの算定根拠等を確認し、審議した結果、会計監査人の報酬等

の額につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解

任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理

由を報告いたします。
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６．会社の体制及び方針及び当該体制の運用状況

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制

　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するため

の体制」について、その基本方針を取締役会において決議しております。当

該基本方針の概要は、下記のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

ａ　コンプライアンス規程を制定し、法令、定款の内容と共に全社に周知・

徹底する。

ｂ　コンプライアンス推進に関する業務を統括するため、コンプライアン

ス委員会を設置する。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス

推進に関する進捗状況を、必要に応じて取締役会等に報告する。

ｃ　コンプライアンスに関する教育・研修を適宜開催し、コンプライアン

ス意識の維持・向上を図る。

ｄ　内部通報制度を設け、問題の早期発見・未然防止を図るとともに、通

報者に対する不利益な扱いを禁止する。

ｅ　監査等委員は、取締役会への出席及び業務執行状況の調査等を通じて、

公正不偏な立場から、取締役の職務執行を監査する。また、監査等委

員は、会社の業務に適法性を欠く又はそのおそれのある事実を発見し

たときは、その事実を指摘して、これを改めるよう取締役会に勧告し、

状況によりその行為の差し止めを請求できる体制を構築する。

ｆ　組織全体において、反社会的勢力と一切の関わりを持たず、不当な要

求を排除する。また、警察、弁護士等と緊密な連携体制を構築するこ

とに努める。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ　取締役の職務執行に係る情報については、法令、情報管理規程、文書

管理規程等によって保存部署及び保存期限を定め、適切に保存及び管

理を行う。

ｂ　取締役は、これらの情報を、いつでも閲覧できるものとする。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ　リスク管理規程を制定し、全社に周知・徹底するとともに、各部門と

の情報共有を図り、リスクの早期発見と未然防止に努める。なお、当

該規程については、危機発生時に適切かつ迅速に対処できるよう、運

用状況を踏まえて適宜見直す。

ｂ　危機発生時には、対策本部等を設置し、社内外への適切な情報伝達を

含め、当該危機に対して適切かつ迅速に対処する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ　取締役会規程、職務分掌規程、職務権限規程を定め、取締役の職務及

び権限、責任の明確化を図る。

ｂ　取締役会は、法定事項の決議、経営に関する重要事項の決定及び業務

執行の監督等を行うものとし、毎月１回定期的に開催するほか、迅速

かつ的確な意思決定を確保するため、必要に応じて臨時取締役会を開

催する。

⑤　当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という）

における業務の適正を確保するための体制

ａ　子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項

の職務を行うべき者その他これらの者に相当する者（以下「取締役等」

という）の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

(a) コーポレート本部を子会社担当部署とし、子会社管理を行う。

(b) 当社取締役会は、当社グループの経営計画を決議し、管理担当役員

はその進捗状況を毎月当社取締役会に報告する。

(c) 当社の取締役は、当社グループの業務執行状況を監視・監督し、当

社の監査等委員会は、当社グループの取締役等の職務執行を監査す

る。

(d) 当社の内部監査担当者は、当社グループの内部監査を実施し、その

結果を代表取締役及び監査等委員会に報告する。
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ｂ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(a) リスク管理規程を制定し、子会社に周知・徹底するとともに、当社

との情報共有を図り、リスクの早期発見と未然防止に努める。なお、

当該規程については、危機発生時に適切かつ迅速に対処できるよう、

運用状況を踏まえて適宜見直す。

(b) 危機発生時には、代表取締役を責任者として対策本部等を設置し、

当社グループ内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して適

切かつ迅速に対処する。

ｃ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

　当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ、子会社の取

締役等の合理的な業務分掌及び責任の明確化を図るための各種社内規程

の整備により、当社グループ経営の適正かつ効率的な運営を推進する。

ｄ　子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

　当社は、子会社に、その事業内容や規模等に応じた教育活動や内部通

報制度等のコンプライアンス推進体制を構築させ、不正行為等の防止及

び早期発見を図る。

⑥　監査等委員会がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」とい

う）を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、補助使

用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項、及び当該補

助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ａ　監査等委員会が補助使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査

等委員会と協議のうえこれを任命し、補助業務に当たらせる。

ｂ　補助使用人は、監査等委員会を補助するための業務に関し、監査等委

員以外の取締役及び上長等の指揮・命令は受けないものとし、監査等

委員会の指揮・命令にのみ服する。

ｃ　補助使用人の人事異動及び考課、並びに補助使用人に対する懲戒処分

については、監査等委員会の同意を得るものとする。
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⑦　取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等

委員会への報告に関する体制

ａ　監査等委員会は、重要な意思決定のプロセスや業務執行状況を把握す

るため、取締役会のほか重要な会議及び希望する任意の会議に出席し、

又は取締役及び使用人から業務執行状況の報告を求めることができ、

取締役及び使用人は、これに応じて速やかに報告する。

ｂ　取締役及び使用人は、法令に違反する事実、会社に著しい損害を与え

るおそれのある事実その他会社に重大な影響を及ぼす恐れのある事実

を発見した場合には、速やかに監査等委員会に報告する。

ｃ　取締役及び使用人は、内部監査の実施状況、内部通報制度による通報

状況及びそれらの内容を監査等委員会に報告する体制を整備するもの

とする。

⑧　子会社の取締役等、若しくは会計参与、監査役若しくはこれらの者に相

当する者、若しくは使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監

査等委員会に報告をするための体制

ａ　子会社の取締役等及び使用人は、当社監査等委員会から業務執行に関

する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行

う。

ｂ　子会社の取締役等及び使用人は、法令違反行為等、当社又は当社の子

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、速やかに当

社監査等委員会へ報告を行う。

⑨　監査等委員会に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な

取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、監査等委員会への報告を行ったことを理由として、当該報告を

した者に対し、解雇を含む懲戒処分その他の不利な取り扱いを行わないよ

う当社グループに周知・徹底する。

⑩　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　監査等委員が、その職務の執行について生ずる費用の前払又は償還等の

請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと合理的に

認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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⑪　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

ａ　監査等委員会には、法令に従い、過半数を社外取締役とし、公正かつ

透明性を確保する。

ｂ　監査等委員会は、代表取締役及び取締役会と定期的に会合を持ち、相

互の意思疎通を図る。

ｃ　監査等委員会は、取締役等及び使用人の職務執行に係る情報を必要に

応じて閲覧することができ、内容説明を求めることができる。

ｄ　監査等委員会は、監査法人及び内部監査室と定期的に情報交換を行い、

相互の連携を図る。

ｅ　監査等委員会は、監査業務に必要と判断した場合には、弁護士、公認

会計士、その他専門家の意見を聴取することができる。

　当事業年度における、当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況

の概要は、以下の通りであります。

①　取締役の職務執行

　当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として月１回の取締役会を開

催し、法令又は定款に定められた事項及び経営上の重要な事項の決議を行

うとともに、取締役の職務執行の監督を行っております。また、社外取締

役が４名在籍しており、取締役会における当社取締役の職務執行の監督機

能を強化しております。

　なお、当事業年度においては、取締役会を20回開催しております。

②　コンプライアンス

　当社が、社会的信頼を確保し、さらなる発展を遂げるためには、全社的

なコンプライアンス体制の強化・推進が必要不可欠であると認識し、「コ

ンプライアンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守を図るとともに、「オ

ンライン時代の100年企業」を実現するため、四半期に１度、倫理的で誠実

な経営活動を推進する「コンプライアンス委員会」を開催することとして

おります。また、法令違反その他のコンプライアンスに関する社内相談・

報告体制として、「内部通報制度運用規程」を定め、内部通報制度を整備

しております。
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③　リスク管理

　当社は、リスクの防止及び会社損失の 小化を図るため「リスク管理規

程」を制定し、全社的なリスク管理体制の強化を図っております。また、

弁護士、公認会計士、税理士、社会保険労務士等の外部専門家の助言を受

けられる体制を整えており、リスクの未然防止と早期発見に努めておりま

す。また、地震、火災等の災害に対処するため、必要に応じてリスク管理

統括責任者が、不測の事態に備えております。

　リスク管理体制全般の適切性、有効性につきましては、当社の内部監査

室専任の内部監査担当者が内部監査を通して検証しております。

④　監査等委員会の監査

　監査等委員である取締役は、株主総会、取締役会に出席するほか、監査

計画に基づき重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査手続きを通して、

経営に対する適正な監視を行っております。また、内部監査室及び会計監

査人と緊密な連携をとり、監査の実効性と効率性の向上に努めております。

(2) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主総会の決議によって、期末配当として年１回の剰余金の配当

を行うことを基本方針としております。また、会社法第459条第１項各号に規

定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　当社は、株主の皆様への利益還元と同じく財務体質、並びに競争力の強化

を重要な経営課題のひとつとして認識しております。現段階では当社はまだ

成長過程にあると考えており、内部留保の充実を図り、更なる事業拡大のた

めの投資に充当していくことが 大の株主利益還元につながると考えており

ます。

　このような考えの下、今期の配当につきましては、誠に遺憾ながら無配と

させていただきました。

　内部留保資金につきましては、経営基盤の更なる安定に向けて財務体質を

強化して事業の更なる成長を実現させるための投資資金として有効に活用し

てまいります。

　なお、今後の配当実施可能性及びその実施時期等は現時点では未定であり

ます。

－ 25 －



連 結 貸 借 対 照 表

（2019年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

未 収 入 金

未収還付法人税等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

4,012,723

2,193,725

1,517,825

268

45,677

255,227

1,254,328

121,602

66,331

55,270

571,025

498,101

72,923

561,700

143,263

45,663

372,773

流 動 負 債 1,956,221

買 掛 金 258,407

短 期 借 入 金 70,000

１ 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金

100,000

１ 年 内 償 還
予 定 の 社 債

944,500

未 払 金 292,323

未 払 法 人 税 等 27,643

事業構造改革引当金 28,581

そ の 他 234,766

固 定 負 債 1,495,454

長 期 借 入 金 150,000

社 債 1,338,750

資 産 除 去 債 務 5,193

繰 延 税 金 負 債 1,510

負 債 合 計 3,451,675

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,799,283

資 本 金 3,070,325

資 本 剰 余 金 3,050,882

利 益 剰 余 金 △4,321,571

自 己 株 式 △353

新 株 予 約 権 16,093

純 資 産 合 計 1,815,376

資 産 合 計 5,267,052 負債及び純資産合計 5,267,052

（注）記載の金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,649,841

売 上 原 価 7,194,746

売 上 総 利 益 4,455,095

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,229,899

営 業 損 失 774,804

営 業 外 収 益

受 取 利 息 70

法 人 税 等 還 付 加 算 金 457

消 費 税 等 差 額 671

為 替 差 益 449

そ の 他 241 1,890

営 業 外 費 用

支 払 利 息 3,860

株 式 交 付 費 240

社 債 発 行 費 23,318

社 債 利 息 13,017

そ の 他 1,568 42,004

経 常 損 失 814,917

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,397 19,397

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,480

減 損 損 失 536,936

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,339

事 業 構 造 改 革 費 用 293,318 837,074

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,632,594

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 55,275

法 人 税 等 調 整 額 287,266

当 期 純 損 失 1,975,136

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 1,975,136

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

（2019年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

立 替 金

未収還付法人税等

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

1,526,042

820,025

197,064

168,531

284,332

3,669

52,419

3,251,969

114,759

66,331

48,428

72,923

72,923

3,064,286

61,950

309,518

2,495,392

661,000

△541,003

77,427

流 動 負 債 1,532,394

買 掛 金 13,405

短 期 借 入 金 70,000

１年内返済予定の長期借入金 100,000

1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 944,500

未 払 金 308,779

未 払 費 用 46,039

未 払 法 人 税 等 8,135

そ の 他 41,535

固 定 負 債 1,835,454

長 期 借 入 金 490,000

社 債 1,338,750

資 産 除 去 債 務 5,193

繰 延 税 金 負 債 1,510

負 債 合 計 3,367,849

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,394,070

資 本 金 3,070,325

資 本 剰 余 金 3,050,882

資 本 準 備 金 3,050,882

利 益 剰 余 金 △4,726,783

その他利益剰余金 △4,726,783

繰越利益剰余金 △4,726,783

自 己 株 式 △353

新 株 予 約 権 16,093

純 資 産 合 計 1,410,163

資 産 合 計 4,778,012 負債及び純資産合計 4,778,012

（注）記載の金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,262,134

売 上 原 価 138,873

売 上 総 利 益 2,123,261

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,066,217

営 業 利 益 57,043

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5,909

そ の 他 232 6,141

営 業 外 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 224,932

支 払 利 息 4,840

社 債 利 息 13,017

社 債 発 行 費 23,318

株 式 交 付 費 240

そ の 他 1,510 267,859

経 常 損 失 204,674

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,397 19,397

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,480

投 資 有 価 証 券 評 価 損 4,339

関 係 会 社 株 式 評 価 損 3,658,882

事 業 構 造 改 革 費 用 244,581 3,910,284

税 引 前 当 期 純 損 失 4,095,560

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,707

法 人 税 等 調 整 額 8,913

当 期 純 損 失 4,109,181

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年３月２日

株式会社マイネット

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 畑 史 朗 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 直 人 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社マイネットの2019年１
月１日から2019年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算
書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社マイネット及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2020年３月２日

株式会社マイネット

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 飯 畑 史 朗 

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齊 藤 直 人 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マイネットの2019
年１月１日から2019年12月31日までの第14期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監
査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって
行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第14期事業

年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び

結果につき、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項

に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制

（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用

の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表

明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部

統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ

の職務に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決

裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況

を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役

等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報

告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人

から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」

（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認

めます。また、内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2020年３月２日

株式会社マイネット　監査等委員会

監 査 等 委 員 和 田 洋 一 

監 査 等 委 員 中 山 和 人 

監 査 等 委 員 保 田 隆 明 

（注）監査等委員和田洋一、中山和人及び保田隆明は、会社法第２条第15号

及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 33 －



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（３名）は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため２名を増員

し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任をお願いするもので

あります。

　なお、本議案に関し、監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

１
うえ

上
はら

原
 

　
ひとし

仁
（1 9 7 4 年 1 1月 1 5日 生）

1998年４月 日本電信電話株式会社入社

1,735,000株

2001年11月 NTTブロードバンドイニシ

アティブ株式会社へ転籍

2004年４月 NTTレゾナント株式会社へ

転籍

2006年６月 当社設立代表取締役社長就

任（現任）

2016年５月 株式会社マイネットゲーム

ス代表取締役社長就任

2016年11月 株式会社C&Mゲームス（現株

式会社マイネットゲーム

ス）代表取締役社長就任
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候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

２
さわ

澤
の

野
ま こ と

真　 実
（1 9 6 7 年 1 1月 2 4日 生）

2002年６月 A.T.カーニー株式会社入社

―株

2006年６月 EDSジャパンLLC（現DXCテク

ノロジーグループ　株式会

社日本エンタープライズサ

ービス）入社経営企画部長

などを歴任（2006年６月～

2009年１月）

2009年２月 Hewlett-Packard Co.（HP）

とElectronic Data 

Systems Corp.（EDS）の合併

に伴い、日本ヒューレット・

パッカード株式会社に転籍

同社エンタープライズサー

ビス（ES）事業 事業戦略本

部長、COOなどを歴任（2009

年２月～2016年12月）

2015年４月 ジャパンシステム株式会社

取締役就任（兼務）

2017年１月 Hewlett Packard 

Enterprise Co. (HPE)から

のES事業の分割及び

Computer Sciences Corp. 

(CSC)との合併に伴い、株式

会社日本エンタープライズ

サービスに転籍

同社取締役執行役員企画・

管理統括就任

2018年１月 当社入社コーポレート本部

IT戦略部長就任

2018年４月 当社執行役員コーポレート

本部IT戦略部長就任

2018年６月 当社執行役員コーポレート

本部長兼IT戦略部長就任

2019年３月 当社取締役コーポレート本

部長就任（現任）
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候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

３

※
まつ

松
もと

本
ひろ

啓
し

志
（ 1 9 8 9 年 ５ 月 1 2 日 生）

2014年４月 当社入社

7,000株

2016年３月 当社マネージャー就任後、

ゲームサービスのプロデュ

ーサーを歴任

2018年７月 当社AIスタジオ長就任

2019年７月 当社PARADE戦略統括部長就

任

2019年10月 当社ゲームサービス事業戦

略部長就任（現任）

４

※
こ

小
いで

出
たか

孝
お

雄
（ 1 9 9 2 年 ５ 月 ７ 日 生 ）

2013年10月  公認会計士試験合格

7,000株

2015年３月 有限責任監査法人トーマツ

入所

2016年７月 カウモ株式会社入社

2017年４月 当社入社

2019年４月 株式会社マイネット・スト

ラテジックパートナーズ取

締役就任（現任）

2019年10月 当社企業戦略部長就任（現

任）
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候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

５
いわ

岩
き

城 　
みのる

農
（ 1 9 7 9 年 ９ 月 2 5 日 生）

2006年７月 株式会社セガ（現株式会社

セガゲームス）入社

―株

2012年12月 株式会社SPG labo取締役就

任

株式会社f4samurai社外取

締役就任

2014年９月 当社社外取締役就任

2015年４月 SEGA Networks Inc. 

Board of Director 

(President/CEO)

2015年７月 GO GAME PTE. LTD. Board 

of Director

2016年２月 株式会社プレイハート取締

役就任

2016年４月 株式会社セガゲームス取締

役就任

2016年８月 クロシードデジタル株式会

社代表取締役社長CEO就任

2017年４月 株式会社セガゲームス取締

役CSO就任

2018年４月 同社上席執行役員CSO就任

2019年３月 当社社外取締役就任（現

任）

2019年４月 株式会社ミラティブ 高戦

略責任者CSO就任（現任）

（注）１．※印は新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者の所有する当社の株式数は2020年１月末日現在にて表示しております。

　　　３．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

４．上原　仁氏、澤野真実氏及び岩城　農氏は、現在、当社の取締役であり、その

当社における地位、担当及び重要な兼職は、事業報告の「４．会社役員に関す

る事項(1) 取締役の氏名等」（15頁）に記載のとおりであります。

５．岩城　農氏は、社外取締役候補者であります。

岩城　農氏は、他のゲーム会社の 高戦略責任者等を兼任しており、また2019

年３月より当社の社外取締役を務めております。同氏はゲーム業界やインター

ネット業界における豊富な経験と見識を有しており、当社の経営全般に関する

有益な助言及び提言をいただけるものと考えております。このため、当社は同
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氏が社外取締役として適任であると判断し、社外取締役候補者とするものです。

同氏の社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって１年となります。

６．当社は岩城　農氏との間で、会社法第427条第１項に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、同氏の再任が承認された場

合は、当該契約を継続する予定であります。なお当該契約に基づく責任の限度

額は、法令が規定する額となります。

７．岩城　農氏は、東京証券取引所に独立役員として届け出ており、同氏の再任が

承認された場合は、改めて同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であ

ります。
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第２号議案　監査等委員である取締役２名選任の件

　監査等委員である取締役中山和人氏及び保田隆明氏の２名は、本総会終結の時

をもって任期満了となります。つきましては、監査等委員である取締役２名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当社の株式数

１
なか

中
やま

山
かず

和
ひと

人
（ 1 9 7 4 年 1 1 月 2 4 日 生 ）

1998年４月 日本電信電話株式会社入社

―株

2009年12月 弁護士登録

2012年４月 虎ノ門イデア法律事務所

（現法律事務所エイチー

ム）設立　パートナー（現

任）

2014年３月 当社監査役就任

2016年３月 当社社外取締役監査等委員

就任（現任）

２
ほう

保
だ

田
たか

隆
あき

明
（ 1 9 7 4 年 1 1 月 1 6 日 生 ）

1998年４月 リーマン・ブラザーズ証券

株式会社入社

40,000株

2002年６月 UBS証券株式会社入社

2004年３月 Life On株式会社設立代表

取締役就任

2005年１月 ネットエイジキャピタルパ

ートナーズ株式会社入社

2006年７月 当社社外取締役就任

2010年４月 小樽商科大学大学院准教授

2014年４月 昭和女子大学准教授

2015年１月 小林産業株式会社社外取締

役就任

2015年９月 神戸大学大学院経営学研究

科准教授（現任）

2016年３月 当社社外取締役監査等委員

就任（現任）

（注）１．各候補者の所有する当社の株式数は2020年１月末日現在にて表示しております。

２．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．中山和人氏及び保田隆明氏の両氏は現在当社の取締役（監査等委員）であり、そ

の当社における地位、担当及び重要な兼職は、事業報告の「４．会社役員に関す

る事項(1) 取締役の氏名等」（15頁）に記載のとおりであります。
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４．中山和人氏及び保田隆明氏は、社外取締役候補者であります。

　　中山和人氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士として培

われた高度な人格と企業法務を始めとした幅広い専門的な法律知識を有してお

ります。このため、当社は同氏が監査等委員である社外取締役として適任であ

ると判断し、その深い知見に基づく助言、牽制を期待して監査等委員である社

外取締役候補者とするものです。なお、同氏は、現在当社の社外取締役であり、

社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって４年となります。また、

同氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことがありま

す。

　　保田隆明氏は、神戸大学大学院の准教授であり、ベンチャーファイナンス、コー

ポレートファイナンス、M&A等の分野において高い見識を有しております。この

ため、当社は同氏が社外取締役として適任であると判断し、その深い知見に基づ

く助言、牽制を期待して監査等委員である社外取締役候補者とするものです。な

お、同氏は、現在当社の社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は本総

会終結の時をもって13年９ヶ月となります。

５．当社と中山和人氏、保田隆明氏の両氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。本

総会において両氏が再任した場合は、同様の内容の契約を継続する予定であり

ます。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額となります。

６．当社は、中山和人氏及び保田隆明氏を東京証券取引所に独立役員として届け出

ており、両氏の再任が承認された場合は、改めて両氏を独立役員として同取引

所に届け出る予定であります。
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する譲渡制限付株

　　　　　　式の付与のための報酬決定の件

　当社の監査等委員である取締役以外の取締役の報酬等の額は2016年３月23日開

催の第10期定時株主総会において、年額300,000千円以内とご承認いただいており

ますが、今般、監査等委員である取締役以外の取締役（以下「対象取締役」とい

います。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとと

もに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠

とは別枠で、対象取締役に対し、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支

給することにつきご承認をお願いいたします。

　本議案に基づき対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金

銭報酬の総額は、上記の目的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額100,000

千円以内といたします。また、各対象取締役への具体的な配分については、取締

役会において決定することといたします。

　なお、現在の監査等委員である取締役以外の取締役は３名であり、第１号議案

が原案どおり承認可決されますと、対象取締役は５名となります。

また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭

報酬債権の全部を現物出資財産として給付し、当社の普通株式について発行又は

処分を受けるものとし、これにより発行又は処分をされる当社の普通株式の総数

は年100千株以内（ただし、本議案が承認可決された日以降、当社の普通株式の株

式分割（当社の普通株式の無償割当てを含みます。）又は株式併合が行われた場

合その他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社の普通株式の総数の上

限の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数の上限を合理的な範囲で調整

します。）とし、その１株当たりの払込金額は各取締役会決議の日の前営業日に

おける東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立してい

ない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎として、対象取締役に特に

有利とならない範囲において取締役会にて決定します。また、これによる当社の

普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、以下の内容

を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結する

ものとします。

(1)対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式（以下「本割

当株式」という。）について、本割当株式の交付日から当該対象取締役が当社の

取締役その他当社の取締役会で定める地位を退任又は退職する時（ただし、本割

当株式の交付の日の属する事業年度の経過後３月を経過するまでに退任又は退職
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する場合につき、当該事業年度経過後６月以内で当社の取締役会が別途定めた日

があるときは、当該日）までの期間（以下「譲渡制限期間」という。）、譲渡、

担保権の設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」という。）。

(2)対象取締役が当社の取締役会が定める期間（以下「役務提供期間」という。）

が満了する前に上記(1)に定める地位を退任又は退職した場合には、当社の取締役

会が正当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取

得する。また、当社は、譲渡制限期間が満了した時点において下記(3)の定めに基

づき譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(3)当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、上記(1)に定める地位に

あったことを条件として、本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した

時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、対象取締役が、上記(2)に定める当社

の取締役会が正当と認める理由により、役務提供期間が満了する前に上記(1)に定

める地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数を、

必要に応じて合理的に調整するものとする。

(4)当社は、譲渡制限期間が満了した時点において上記(3)の定めに基づき譲渡制

限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

(5)上記(1)の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社と

なる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の

組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当

社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認さ

れた場合には、当社の取締役会の決議により、役務提供期間の開始日から当該組

織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式につい

て、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。

(6)上記(5)に規定する場合においては、当社は、上記(5)の定めに基づき譲渡制限

が解除された直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を

当然に無償で取得する。

(7)本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約改定の方法その他取

締役会で定める事項を本割当契約の内容とする。
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（ご参考）

当社は、当社の従業員に対し、上記譲渡制限付株式と同様の譲渡制限付株式を

付与する予定であります。

以上
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株主総会会場ご案内図
場所：東京都港区北青山二丁目８番44号

ＴＥＰＩＡ４階　ＴＥＰＩＡホール

ＴＥＬ　03-5474-6111

交通：○東京メトロ銀座線

「外苑前駅」３番出口より徒歩約４分

※ご注意

駐車場の準備はいたしておりませんので、車でのお越しはご遠慮くだ

さいますようお願い申し上げます。

本年より、株主総会ご出席株主様へのお土産は取り止めさせていただ

きます。何卒ご理解くださいますよう、お願い申し上げます。



第14期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

・連結株主資本等変動計算書

連結注記表

・株主資本等変動計算書

個別注記表

第14期（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日）

株式会社マイネット

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第17条の規定に基づき、インタ

ーネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://mynet.co.jp/）に掲載する

ことにより株主の皆様に提供しております。



連結株主資本等変動計算書

（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本
新 株
予 約 権

純 資 産 合 計
資 本 金

資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 2,999,443 2,980,000 △2,346,434 △353 3,632,656 16,093 3,648,750

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 70,881 70,881 141,763 141,763

親 会 社 株 主 に
帰 属 す る 当 期
純 損 失 （ △ ）

△2,408,942 △2,408,942 △2,408,942

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

－ －

当 期 変 動 額 合 計 70,881 70,881 △2,408,942 － △2,267,179 － △2,267,179

当 期 末 残 高 3,070,325 3,050,882 △4,755,377 △353 1,365,477 16,093 1,381,570

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数　８社

主要な連結子会社の名称

㈱マイネットゲームス、㈱マイネットブルーゲームス、㈱MYLOOPS、㈱mynet.ai、

㈱マイネット・ストラテジックパートナーズ、㈱ネクストマーケティング、

㈱PARADE、Card King㈱

　当連結会計年度より、株式取得により子会社となった㈱MYLOOPSを連結の範囲に含

めております。

　また、連結子会社であった㈱GMGについては、㈱マイネットゲームスを吸収合併存

続会社とする吸収合併を行ったため、当連結会計年度より連結の範囲から除外して

おります。

・非連結子会社の数　１社

主要な非連結子会社の名称

Mynet Pte. Ltd

　非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法を適用した非連結子会社

　該当事項はありません。

・持分法を適用しない非連結子会社の名称

Mynet Pte. Ltd

　持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として重要性がないため、持分法の適用から除外して

おります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

－ 2 －



②　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産：主に定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～25年

工具、器具及び備品 ２年～15年

ロ．無形固定資産：定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、将来の利用可能期間を見積り、当

社が合理的と判断した以下の耐用年数による定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

ウェブを利用したサービス

提供に係るもの

２年～３年

その他 ５年

ハ．長期前払費用

　主としてスマートフォンゲームの配信権であり、効果の及ぶ期間にわたって均

等償却をしております。

③　繰延資産の処理方法

　株式交付費：支出時に全額を費用処理しております。

　社債発行費：支出時に全額を費用処理しております。

④　引当金の計上基準

　貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

　事業構造改革引当金：事業構造改革に伴い、今後発生が見込まれる費用について

合理的な見積額を計上しております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の及ぶ期間にわたって均等償却をしております。

⑥　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２.表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表関係）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16

日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に

表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更いたしました。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金 64,171千円

関係会社株式 305,726千円

　計 369,898千円

※　上記関係会社株式に関しましては連結計算書類上全額相殺消去されておりま

す。

②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 100,000千円

長期借入金 150,000千円

　計 250,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 100,869千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,596,200株

(2) 当連結会計年度末における自己株式の種類及び数

　　　普通株式　　　　230株

(3) 配当に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び数

2015年１月29日
取締役会決議分

2015年７月14日
取締役会決議分

2016年８月10日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普 通 株 式 普 通 株 式 普 通 株 式

目 的 と な る 株 式 の 数 89,600株 58,200株 658,600株
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用について、短期的な預金等に限定し、デリバティブ取

引は行っておりません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内に決済または納付

期限が到来するものであります。

　借入金及び社債は、運転資金及びスマートフォンゲームの買取を目的として調達

しております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、社内規程等に従い、担当者が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引先相手ごとに期日及び残高を確認する

とともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、借入金及び社債に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、

銀行から定期的に金融商品に関する情報を収集し見直しを実施しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作

成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理してお

ります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の

算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

(1) 現金及び預金 2,193,725 2,193,725 －

(2) 売掛金 1,517,825 1,517,825 －

資産計 3,711,550 3,711,550 －

(1) 買掛金 258,407 258,407 －

(2) 未払金 292,323 292,323 －

(3) 短期借入金 70,000 70,000 －

(4) 長期借入金（注）１ 250,000 248,989 △1,010

(5) 社債（注）２ 2,283,250 2,285,737 2,487

負債計 3,153,980 3,155,457 1,476

（注）１．長期借入金には「１年内返済予定の長期借入金」を含めております。

２．社債には「１年内償還予定の社債」を含めております。

３．金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 短期借入金

　これらは、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金、(5) 社債

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 158円85銭

１株当たり当期純損失 282円83銭

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（自　2019年１月１日　至　2019年12月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本

準 備 金
資本剰余金合計

その他利益

剰 余 金 利益剰余金合

計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 2,999,443 2,980,000 2,980,000 △617,602 △617,602

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 70,881 70,881 70,881

当期純損失（△） △4,109,181 △4,109,181

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 70,881 70,881 70,881 △4,109,181 △4,109,181

当 期 末 残 高 3,070,325 3,050,882 3,050,882 △4,726,783 △4,726,783

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本

合 計

当 期 首 残 高 △353 5,361,488 16,093 5,377,582

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 141,763 141,763

当期純損失（△） △4,109,181 △4,109,181

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
－ －

当 期 変 動 額 合 計 － △3,967,418 － △3,967,418

当 期 末 残 高 △353 1,394,070 16,093 1,410,163

（注）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法により評価しております。

②　その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法により評価しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産：定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

イ．建物 ８年～25年

ロ．工具、器具及び備品 ３年～15年

②　無形固定資産：定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、将来の利用可能期間を見積り、当社

が合理的と判断した以下の耐用年数による定額法を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

イ．ウェブを利用したサービス

提供に係るもの

２年～３年

ロ．その他 ５年

(3) 繰延資産の処理方法

　株式交付費：支出時に全額を費用処理しております。

　社債発行費：支出時に全額を費用処理しております。

(4) 引当金の計上基準

　貸倒引当金：債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理：消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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２．表示方法に関する注記

（貸借対照表関係）

(1)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16

日）を当事業計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更いたしました。

(2)前事業年度において、流動資産の「その他」に含めておりました「立替金」（前事業

年度264,818千円）については金額的重要性が高まったため、当事業年度より区分掲記し

ております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

関係会社株式 305,726千円

②　担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 100,000千円

長期借入金 150,000千円

　　　計 250,000千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 77,502千円

(3) 保証債務

①　株式会社マイネットゲームス（支払保証等） 237,027千円

②　株式会社PARADE（支払保証等） 135,965千円

　　　　計 372,993千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①　短期金銭債権 516,295千円

②　長期金銭債権 661,000千円

③　短期金銭債務 72,864千円

④　長期金銭債務 340,000千円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

 (1) 売上高 2,256,069千円

 (2) 出向者負担金の受入額 2,550,736千円

 (3) 営業取引以外の取引高 8,754千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び数

　普通株式　　　　230株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却超過額 27,480千円

会社分割による子会社株式調整額 56,043千円

関係会社株式評価損 1,129,535千円

貸倒引当金 165,655千円

繰越欠損金 109,327千円

その他 28,533千円

繰延税金資産小計 1,516,575千円

評価性引当金 △1,516,575千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債

資産除去債務 △1,510千円

繰延税金負債合計 △1,510千円

繰延税金負債の純額 △1,510千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

（１）子会社等

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関連当事者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社
㈱マイネットゲ
ームス

所有
直接　100.0

資金の借入
経営指導等
役員の兼任
債務保証
債務被保証

資金の借入
（注）２

250,000 長期借入金 340,000

出向者負担
金の受入額

2,393,222 立 替 金 176,811

経営指導 2,081,078 売 掛 金 157,885

債務保証
（注）４

237,027 ― ―

債務被保証
（注）５

751,369 ― ―

子 会 社
㈱ネクストマー
ケティング

所有
直接　100.0

資金の貸付
役員の兼任

利息の受取 3,081
流 動 資 産
（その他）

1,557

資金の貸付
（注）２

―
長期貸付金
（注）７

300,000

子 会 社 ㈱PARADE
所有
直接　100.0

資金の貸付
役員の兼任
債務保証

利息の受取 719
流 動 資 産
（その他）

363

資金の貸付
（注）２

― 長期貸付金 70,000

債務保証
（注）４

135,965 ― ―

子 会 社 ㈱mynet.ai
所有
直接　100.0

資金の貸付
役員の兼任

利息の受取 833
流 動 資 産
（その他）

537

資金の貸付
（注）２

100,000
長期貸付金
（注）７

150,000

子 会 社
㈱マイネットブ
ルーゲームス

所有
直接　100.0

資金の貸付
役員の兼任

利息の受取 616
流 動 資 産
（その他）

370

資金の貸付
（注）２

30,000
長期貸付金
（注）７

80,000

子 会 社
㈱マイネット・
ストラテジック
パートナーズ

所有
直接　100.0

資金の貸付
役員の兼任

利息の受取 618
流 動 資 産
（その他）

316

資金の貸付
（注）２

10,000
長期貸付金
（注）７

61,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費

税等が含まれております。

 ２．㈱ネクストマーケティング、㈱PARADE、㈱mynet.ai、㈱マイネットブルーゲー

ムス及び㈱マイネット・ストラテジックパートナーズに対する資金の貸付並びに

㈱マイネットゲームスに対する資金の借入については、市場の金利等を勘案して

金利条件等を決定しております。なお、担保の提供はありません。

 ３．取引条件及び取引条件の決定方針等は、契約に基づいて決定しております。

 ４．㈱マイネットゲームス、㈱PARADEの資金決済法に基づく供託の銀行保証を三井

住友銀行と連帯で相互保証しているものであります。

 ５．社債に対する債務保証を受けております。また、資金決済法に基づく供託の銀

行保証について三井住友銀行と連帯で相互保証を受けております。
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 ６．2019年４月１日に㈱マイネットゲームス（合併存続会社）は、㈱GMGと合併を

行いました。2019年３月31日までは㈱マイネットゲームス及び㈱GMGとの取引金

額を、2019年４月１日以降は合併後の㈱マイネットゲームスとの取引金額を合算

し記載しております。

 ７．㈱ネクストマーケティングに対する長期貸付金300,000千円について、貸倒引

当金293,271千円を計上しております。また、当事業年度において42,774千円の

貸倒引当金繰入額を計上しております。

     ㈱mynet.aiに対する長期貸付金150,000千円について、貸倒引当金122,795千円

を計上しております。また、当事業年度において同額の貸倒引当金繰入額を計上

しております。

     ㈱マイネットブルーゲームスに対する長期貸付金80,000千円について、貸倒引

当金73,836千円を計上しております。また、当事業年度において59,262千円の貸

倒引当金繰入額を計上しております。

     ㈱マイネット・ストラテジックパートナーズに対する長期貸付金61,000千円に

ついて、貸倒引当金51,099千円を計上しております。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 162円18銭

１株当たり当期純損失 482円46銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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